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【就業規則の変更例】
（番号法等に基づく提出義務および手続き等）
第○条　
従業員は、自身および扶養する家族などについて、会社から番号法および関連法等（省令やガイドラインなどを含む、以下「番号法等」という）に基づく報告を求められた場合には、これに応じなければならない。
2　会社は、従業員から個人番号の報告を受ける場合には、使用目的を明示するものとする。
3　会社は、従業員から報告された個人番号について、管理を厳密に行い、法令等で認められた場合を除き、目的以外に使用しないものとする。
また番号法等の範囲で再利用できるものとする。
4　従業員は番号法等改正などにより、個人番号の使用目的などが拡大または改正などされた場合には、その内容にともなう会社の指示に従うものとする。

（服務規律）※懲戒に関する規程などを別途作成する場合などもあり
第○条　○項
従業員は、他の従業員や職務上知り得た第三者の個人情報（個人番号を含む）について、漏らしてはならない。

（懲戒）※悪質性などにより懲戒の種類や程度、規定内容は異なります
第○条
従業員が次の各号に該当する場合は○○処分とする。
ただし反省が見られ特別に情状が認められたときには、前項の処分に留めることがある。
○号
従業員の過失で個人番号が漏えいした場合

（損害の賠償）※懲戒規程等の作成で、損害賠償に関する事項を規定する場合もあり
第○条
従業員が、故意または過失によって番号法等に違反し、個人番号を漏えいするなどして会社に損害を与えた場合には、その損害の全部または一部を賠償しなければならない。
ただし事情などにより軽減または免除されることがある。

注1）法人等の実情や政府からの新たな情報を加味して修正が必要です。
注2）特定個人情報取扱規程を別途作成する場合などがあります。
